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― 朝鮮戦争における米国世論の推移 ―＊
髙　木　　　綾
要　旨
　戦争を防ぐにはどのような方法が可能であるかという古典的な問いに対して、国際政治学にお
いては、世論に平和教育を施せば、戦争を起こそうとする為政者を止めることが出来るのではな
いかという処方箋が、長らく論じられてきた。本稿は、この古典的な命題を、世論調査の結果を
用いて客観的に検証するものである。特に、朝鮮戦争の事例を取り上げて、世論の担い手である
公衆が戦争を阻止する可能性の有無及び公衆が戦争推移に及ぼす影響の有無について、検討しよ
うとするものである。
　分析の結果、朝鮮戦争の事例は、①世論は、後に誤りであると考えられる戦争であっても、当
初は支持してしまうこと、②誤りであると認識して世論が不支持を表明しても、終結させること
が困難であること、の2点を、重要な含意として示すものであることが明らかとなった。
キーワード：世論と外交政策、結集効果、米国世論、朝鮮戦争、世論と核兵器
はじめに
　戦争を防ぐにはどのような方法が可能であるかという古典的な問いに対して、国際政治学に
おいては、世論に平和教育を施せば、戦争を起こそうとする為政者を止めることが出来るので
はないかという処方箋が、長らく論じられてきた。本稿は、この古典的な命題を、世論調査の
結果を用いて客観的に検証するものである。特に、朝鮮戦争の事例を取り上げて、世論の担い
手である公衆が戦争を阻止する可能性の有無及び公衆が戦争推移に及ぼす影響の有無につい
て、検討しようとするものである。以下、第1に、朝鮮戦争における米国世論がどのような意
見を持っていたのかを記述し、第２に、公衆の意見と対外政策との相関関係を分析する。
１．世論と対外政策
　まず、米国において世論の担い手にはどのような人がいるのかを確認しておきたい。米国の
世論研究においては、世論の担い手として、公衆（public）を挙げている。この公衆は、２つ
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の物差しによって、３つの社会層に分類される。２つの物差しとは、まず１つが「動機と情報」、
もう１つが「社会との接触のチャネル」である。これらによって分類される３つの社会層とは、
「オピニオン・リーダー」、「関心ある公衆（attentive public）」、「マス・パブリック」である。
オピニオン・リーダーは全体の２%、関心ある公衆は全体の５-10%、マス・パブリックが残り
を占めているとされている１）。
　公衆の大部分は、身近な問題により鋭敏であり、国際問題に対する関心と正しい情報を、常
に持っているわけではないということが論じられている。従って、このような公衆の意見であ
る世論が対外政策に影響を及ぼすことについては、肯定論と否定論の双方が議論されている２）。
　ところで、米国において、世論調査はいつ頃から始められたのであろうか。今日行われてい
るような、「科学的な」世論調査が初めて行われたのは、Gallup Poll（ギャラップ・ポール）
が初めて刊行された、1935年のことである。世論調査を始めたジョージ・ギャラップ氏は、世
論調査を行う意義について、次のように説明している。
　　 今日の世論調査に可能な、しかもそれが実際に遂行している最大の任務は、選出された政
治家に対し『物言わぬ多数派』の意見の概要を伝えることである。これを知らなければ、
国会議員たちはつねに少数意見を多数意見とみなす危険に陥ることになる。（中略）世論
調査によってしか、公衆が何を望んでいるかをはっきり知り、圧力団体の主張を論駁する
ことはできない。少数の人々を有力な組織にまとめ上げることは可能だ。特に莫大な金銭
上の利益が絡んでいる場合はそうである。しかし、法律の制定に対する影響を目的に、圧
倒的多数の人々を組織化することはまず不可能である。こうした多数の人々の意見は、世
論調査という方法によってしかとらえることができない３）。
　さて、戦争と世論との間には、どのような関係があるのであろうか。先行研究では、大きく
分けて２つの問題を分析している。まず１つ目の論点は、戦争には世論を「結集させる効果
（rally effect）」があるというもので、なぜこのような効果が生じるのかについて、５つの要因
から分析している。第１は、国家が危機に直面すると、愛国心が高揚して、結集効果が生じる
というものである。第２は、戦争を支持するエリートに対し、戦争に反対する対抗エリートが
沈黙した場合、世論は戦争を支持するエリートの意見に従い、結集するというものである。第
３は、国家に危機が生じた場合、大統領をはじめとする社会制度に対して、これを肯定的に評
価する傾向が表れ、大統領の戦争遂行を支持するというものである。第４は、大統領とは反対
の政党の支持者であっても、危機に関する情報に接することによって、大統領支持に動くとい
うものである。第５は、政策決定者は、国内にある問題から世論の目をそらしたいときに、「話
題を変える」目的で、国際的な武力行使を行い、結集を求めるというものである４）。
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　第２の論点は、武力行使に対する世論の支持は、どのような時に高まるのかというものであ
る。こちらは、６つの要因から因果分析がなされている。第１は、国益と密接に関連する戦争
である場合、支持が高まるというものである。第２は、その戦争が多国間での軍事活動である
場合、支持がより高まるというものである。第３は、その戦争が人道目的である場合、支持が
高まるというものである。第４は、エリート間に意見の相違がなく、コンセンサスが存在する
場合、支持が高まるとされている。第５は、逆説的であるが、戦死者数が増えるにつれ、支持
が低下するというものである。第６は、戦勝の見込みで、その戦争に勝利する確率が高そうで
あると認識された場合、支持が高まるという分析がなされている５）。
　開戦及び武力行使を決定する政府と、それらの決定を要求又は支持する世論との関係は、さ
まざまに論じられてきた。上述の結集効果の様に、政府の決定が原因となって、世論の支持の
高まりという結果がもたらされるという因果メカニズムを描くものもあれば、世論が開戦及び
武力行使を要求したために、それに応えて政府が決定をするに至ったという因果関係を仮説と
して提示するものもある。しかし、これらの先行研究においては、それが戦争終結時にどのよ
うな含意を持っているのかが明らかにされていない。そのため、世論が戦争を支持しなくなれ
ば、政府もこれを受けて戦争を終結させるの否かを検証することには意義がある。それゆえ、
次節では、朝鮮戦争を事例として取り上げ、米国世論の戦争支持がどの程度であったのか、ま
たそれらはどのように推移していたのか、さらに武力行使に対する支持はどのようなものであっ
たのかを概観し、特に世論の戦争終結に対する影響力の有無を確認したい。
２．朝鮮戦争と米国世論
　本節では、朝鮮戦争と世論の関係を見ていきたい。なぜ朝鮮戦争を取り上げるのかと言えば、
戦後、世論調査が軌道に乗った時点における最初の戦争であり、また長期化した戦争であるた
めである。本稿は、世論の推移が戦争における意思決定に影響を及ぼしているか否かを検討す
るものであり、開戦に際して政府が世論に影響されたのか、又はその逆に世論が政府に影響さ
れて支持をするようになったのかを問うものではない。その理由は、世論調査の結果を分析す
るだけでは、その問いは検証不可能であるからである。むしろ、世論の推移と政府の意思決定
の間に相関関係が成立しているか否かをまず検証することによって、議論を前に進めることが
可能となる。相関関係が存在するか否かを検証するためには、ある程度の期間、継続された戦
争を事例とすることが適当であり、そのために当該戦争を対象事例として選定する。
　また、本稿において分析対象としているのは、戦争期間における各時期の複数の調査結果で
あり、これらは事例内分析（within case analysis）と呼ばれる。そのため、事例間分析（between 
case analysis）を行うものではないことも、ここで確認したい。その意味は、朝鮮戦争のみの
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分析によって、世論と戦争との関係を一般化し得るか否かを検証するものではないということ
である。まず、当該事例において、世論と政府の意思決定の間の相関関係の有無を検証し、そ
の上で、相関関係が存在するとの結果が得られた場合には、事例の数を増やし、他の戦争まで
含めた分析によって、一般化の可能性を探る必要があると考えられる。
⑴世論の戦争支持率
　ではまず、米国の国民は、米軍が国連軍として参戦した朝鮮戦争に対して、どのように考え
ていたのかを問う調査から検証する（図１）。1950年６月25日、北朝鮮の朝鮮人民軍が、38度
線の国境を越えて南下し、ソウルを占領した。これを受けて、国連は、６月27日に安全保障
理事会で、北朝鮮の攻撃を平和の破壊行動と認定し、朝鮮国連軍が派遣されることとなった。
1950年６月に行われた調査では、米軍参戦を支持する人が78%、支持しない人が15%と、圧倒
的多数がこれを支持していた６）。同年８月に行われた調査では、この戦争に参加することは正
しいと考える人が65%、誤りであると考える人が20%で、依然として正しいと考える人の方が
優勢であった７）。これら戦争初期の調査結果からは、「旗の下での結集効果」が見て取れる。
1950年９月15日に国連軍が仁川上陸作戦を決行するが、指揮を執っていた米国は、世論の支持
を背景に、このような任務を遂行することが出来たと言えよう。国連軍は、９月26日には、朝
鮮人民軍からソウルを奪回し、早くも原状回復を達成した。その後、勢いに乗った国連軍は、
そのまま北進統一を目指すことを選択し、10月１日には北朝鮮との国境を越え、20日に平壌制
圧、26日には中朝国境の鴨緑江まで到達した。これらの国連軍の動きを自国への安全保障上の
脅威と認識した中国は、10月13日に参戦を決定し、中国人民志願軍を派兵した。
　中国の参戦によって、再び戦況は逆転し、中朝両軍は、12月５日に平壌を奪回、翌1951年１
月４日には再びソウルを陥落した。米国世論の方も、同１月には、早くも態度を逆転させ、こ
の戦争が誤りであると考える人が49%、正しいと考える人が38%となった８）。翌２月の調査で
は、正しいと考える人が39%、誤りと考える人が50%で、ほぼ横ばいであった９）。
　その後、前年末より朝鮮半島入りしていた、リッジウェイ国連軍新司令官の作戦が奏功し、
1951年３月に再び韓国軍がソウルを回復すると、翌４月に行われた調査では、この戦争を正し
いと考える人が45%、誤りであると考える人が37%と、再び逆転した10）。トルーマン大統領が
停戦を模索する意向を示していたことを無視して、マッカーサーが38度線を北進したのも、同
３月のことであった。このため、マッカーサーは、４月11日に更迭された。その後、両軍は、
６月には38度線付近で膠着状態に入ったが、そのときに行われた調査では、正しいが40%、誤
りであるが43%と、賛否は、ほぼ拮抗状態となった11）。
　２か月後の８月には、開城で休戦交渉が開始したことを受け、47%が戦争を正しいと考え、
42%が誤りと回答し、肯定的意見が再び優勢となった12）。
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　その後再び、誤りであると考える人の方が多数派となり、同年10月には、正しいとの回答
が33%に激減した一方、誤りであるとの回答が56%に急増した。この背景には、国連軍が同月
から再び攻勢を開始していたことがあった。戦況は、国連軍に有利に進んだが、もはや世論
からは支持されていない状態となった。1952年２月も、正しいが35%、誤りであるが51%とほ
ぼ変わらなかったが13）、1952年10月には正しいが37%、誤りであるが43%と、その差が縮小し 
た14）。1953年1月に、軍人出身のドワイト・アイゼンハワー大統領が就任すると、世論は戦況
の改善を期待して、正しいと考える人が50%に急増し、誤りであると考える35%と再び逆転し
た。その傾向は、1953年７月の停戦まで継続した。
　それから約50年後の2000年には、再びこの戦争への参戦について、態度を問う調査が行われ
ているが、正しいと考える人が47%、誤りであると考える人が34%と、この戦争を正しかった
と考える人が依然として優勢であることが示されている15）。このように、米国世論は、戦況に
応じて、また時間の経過とともに、戦争に対する態度をかなり変化させていたことが分かる。
図１　米軍参戦に対する是非
出所： The Gallup Poll （1972）、Crabtree （2003）及びGallup （2013） より筆者作成。
⑵中国の国連安全保障理事会における常任理事国の議席獲得
　米国の世論が、中国についてどのように考えていたのかを問う調査の結果を見ていきたい。
1949年に新中国が誕生したのは、冷戦が開始した直後のことであった。当時米国では、中国共
産党が樹立した中華人民共和国に対して、異なる２つの見解が存在していた。１つは、東西冷
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戦の東側陣営の国であっても、ユーゴスラビアのように非同盟の国として外交関係を維持する、
いわゆる中国の「チトー化」を目指す立場である。もう１つは、共産主義の国を封じ込めるべ
きであるとする立場である。結局、中ソ同盟締結によって、米国は中国のチトー化を断念し、
中国を「喪失」することとなった。図２は、朝鮮戦争が始まってから、中国が国連安保理に議
席を得ることに対する是非を問う調査結果の推移である。国連創設時に原加盟国となったのは、
蒋介石率いる国民党の中華民国であったため、その後1949年に成立した中華人民共和国は、国
連に加盟していなかった。戦争が開始された1950年６月は、米国において中華人民共和国の国
連加盟及び安全保障理事会における議席の獲得に反対する人の方が、賛成する人より圧倒的に
多かったが16）、1950年10月に中国人民志願軍が参戦し、12月に平壌を奪回すると、初めて、賛
成が57%、反対が28%と、賛成の方が多数派となった17）。
　しかし、その後は、中国が国連の安全保障理事会の議席を得ることに反対する意見が多数派
となった。再び戦況が膠着し、停戦交渉が開始された1951年８月の調査では、賛成が27％、反
対が60%と、反対する意見が多数派となった18）。その後、53年５-６月には、賛成が23%、反対
が60％ 19）、53年８月には、賛成が21%、反対が68%と20）、休戦協定後もこの傾向が継続した。
朝鮮戦争は、米国世論にとって、中国を封じ込めの対象とする見方を固定化させたと言えそう
である。
図２　中国の国連安保理議席獲得
出所： The Gallup Poll （1972）より筆者作成。
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⑶核兵器の使用
　米国の人々は、この戦争における核兵器の使用について、どのような見解を持っていたのか
を概観したい。まず、戦争開始２か月後の、1950年８月に行われた「米国は朝鮮において原爆
を使用すべきか否か」を問う調査では、使用すべきでないとする人が60%で多数派となってい
た21）（表１）。しかしながら、10月の中国の参戦後、11月に行われた「米中戦争になった場合、
中国において（原爆を）使用すべきか否か」を問う調査では、「使用すべきである」が45%、「最
終手段として使用すべきである」が７%で、過半数の人が原爆の使用を認めるようになった22）
（表２）。
表１　米国は朝鮮において原爆を使用すべきか否か？（1950年８月）
　　　　　　　　　　  出所：The Gallup Poll （1972） より筆者作成。
表２　米中戦争になった場合、中国において使用すべきか否か？（1950年11月）
　　　　　　　　　　  出所：The Gallup Poll （1972） より筆者作成。
　その後、戦況が膠着した後の、1951年11月には、「国連軍は朝鮮において原爆を使用すべき
か否か」を問う調査が実施されたが、前述の、1950年11月、つまりこの調査のおよそ１年前
の回答と、ほとんど変化はなく、半数をわずかに超える51%の人が、使用すべき、あるいは、
条件付きで使用すべきと答えている23）（表３）。朝鮮戦争では、マッカーサー国連軍司令官が、
原爆の使用を提案して、51年４月に司令官を解任されているが、世論の方では、原爆使用に対
する支持も過半数存在したことが分かる。以上の３回の調査から、戦争が長引くにつれ、解決
手段としての原爆使用に対する支持が高まる傾向が見られた。
表３　国連軍は朝鮮において原爆を使用すべきか否か？（1951年11月）
　　　　　　　　　　  出所：The Gallup Poll （1972） より筆者作成。
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⑷戦略目標
　戦略目標について、調査結果を概観したい。まず、戦争開始３か月後の、1950年９月に行わ
れた調査では、「北朝鮮を38度線まで後退させることが出来れば、戦争を停止すべきか、ある
いは北朝鮮が降伏するまで戦争を継続すべきか」という問いに対し、64%の人が、戦闘を継続
すべきであると答えている24）（表４）。この調査が行われた９月は、国連軍が仁川に上陸してソ
ウルを奪還しているが、戦況が自国にとって有利であることに勢いを得て、戦争の継続を望む
声が優勢となっていたことがうかがえる。しかし、その翌月に、国連軍をはるかに凌ぐ中国人
民志願軍が参戦し、戦況が自国にとって不利になってくると、その意見も変わっていった。11
月に行われた「中国軍が戦闘を継続する場合、国連軍は中国国境を越えて戦闘をするべきか、
あるいは朝鮮半島内でとどまるべきか」という問いに対しては、朝鮮半島内にとどまるべきで
あるとする意見が46%で、国境を越えるべきと答えた39%よりも多数派となっていた25）（表５）。
表４　北朝鮮を38度線まで後退させることが出来れば、戦争を停止すべきか、あるいは降伏
するまで継続すべきか？（1950年９月）
　　　　　　　　　　  出所：The Gallup Poll （1972）より筆者作成。
表５　中国軍が戦闘を継続する場合、国連軍は中国国境を越えて戦闘をするべきか、朝鮮半島
内にとどまるべきか？（1950年11月）
　　　　　　　　　　  出所：The Gallup Poll （1972）より筆者作成。
　その後、中朝軍によって、ソウルが再占領された1951年１月には、「中国軍の大量投入に直
面し、国連軍は可及的速やかに朝鮮半島から撤退すべきか、または戦闘を継続すべきか」と問
う調査が行われたが、今度は不利な戦況を反映して、撤退すべきであるとする意見が66%と多
数派となった26）（表６）。翌２月にも同様に、「もし南北朝鮮が38度線を境界線とすることに合
意し、また中国と北朝鮮が停戦に合意した場合、戦闘を停止すべきか」という問いに対して、
73%の人が戦闘を停止すべきであると回答している27）（表７）。
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表６　中国軍の大量投入に直面し、国連軍は可及的速やかに朝鮮半島から撤退すべきか、また
は戦闘を継続すべきか？（1951年１月）
　　　　　　　　　　  出所：The Gallup Poll （1972）より筆者作成。
表７　中国と北朝鮮が停戦に合意した場合、戦闘を停止すべきか？（1951年２月）
　　　　　　　　　　  出所：The Gallup Poll （1972）より筆者作成。
　米国民の間には、この戦争が特に目的を持った戦争ではないとの認識が広まるようになった
ようである。そのことを示すのが、同じく1951年２月に行われた「中国軍が朝鮮半島から撤退
した場合、米軍は撤退すべきか否か」という調査である。62%の人が、撤退すべきであると回
答し、上述の1950年９月の調査結果とは、正反対の回答が多数派となった28）（表８）。この傾
向はその後も続き、1951年７月にも同様の質問に対して、撤退することに賛成であるとする意
見が54%と多数派であった29）（表９）。米国の世論は、戦況が自国にとって有利であるか不利で
あるかを認識し、それに対応した意見を表明していたことが明らかとなった。
表８　米国は、中国軍が朝鮮半島からの撤退に合意した場合、撤退すべきか、または戦闘を継
続すべきか？（1951年２月）
　　　　　　　　　　  出所：The Gallup Poll （1972）より筆者作成。
表９　中国軍が撤退に合意した場合、国連軍も撤退することに賛成か？（1951年７月）
　　　　　　　　　　  出所：The Gallup Poll, （1972）より筆者作成。
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⑸戦争の勝者
　最後に、戦況が膠着したことを受け、休戦交渉に入った1951年７月の調査では、「この戦争
が朝鮮半島を38度線で分割する形で終結した場合、国連軍と中国軍のいずれの側の勝利である
と言えるのか」という質問をしている。これに対する回答として、国連軍と答えた人は30%、
中国軍と答えた人は33%、いずれでもないと答えた人は22%で、意見が割れていたことが分か
る30）（表10）。同じ質問は、1952年２月にもなされたが、ほぼ同じ回答が得られている31）。米国
世論は、この戦争で勝利したとは考えていないことが明らかとなった。
表10　朝鮮半島を38度線で分割する形で終結した場合、国連軍と中国軍のいずれの側にとっ
て良い結果であると言えるか？（1951年７月。1952年２月にも、同様の回答）
　　　　　　　　　　  出所：The Gallup Poll （1972）より筆者作成。
　以上、５つの視点から、朝鮮戦争時における米国世論の態度を概観してきた。
　世論の戦争不支持の数次の出現にもかかわらず、この戦争は３年も継続した。この結果を見
る限り、朝鮮戦争において、公衆の意見が政府の意思決定に影響を及ぼしていたことは、検証
できなかったと言える。では、このような世論の推移は、朝鮮戦争に特有のものであろうか。
戦時における米国世論調査の結果をみると、このような傾向は他にも見られることが示されて
いる。すなわち、長期化する戦争、なかなか勝利できない戦争では、その戦争を誤りであった
とみる人が多数派となる傾向が見られるのである。例えば、表11は、過去に米国が経験した４
つの戦争に対する米国世論の支持率を比較したものである32）。いずれの戦争も、開始時には、
その戦争を正しいと見る人が多数派となり、政府の政策を支持していることが分かる。つまり、
先行研究が示すとおり、「旗の下の結集効果」が確認される。しかし、その後に、いずれの戦
争においても、その戦争が誤りであるとする見方が、多数派となって逆転している。戦争の被
害が大きくなり、戦争が長期化し、解決が困難になるにつれ、世論は、最初は正しいものとし
て支持したはずの戦争を、誤りであると認識するように変化するのである。朝鮮戦争では、戦
況に反応した公衆の戦争支持及び不支持の推移が示唆されたと言えよう。
出所：The Gallup Poll, (1972)より筆者作成。 
 
 
表 10 
朝鮮半島を 38度線で分割する形で終結した場合、国連軍と中国軍のいずれの側にとって良
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表 11 
次の戦争は正しいと思うか、誤りであると思うか？ 
  誤りである 正しい 
アフガン戦争     
2001年 11月 8-22日 9 89 
2014年 2月-9日 49 48 
イラク戦争     
2003年 3月 24-25日 23 75 
2004年 6月 21-23日 54 44 
ベトナム戦争     
1965年 8月 27-9月 1日 24 60 
1967年 10月 6-11日 47 44 
朝鮮戦争     
1950年 8月 20-25日 20 65 
1951年 1月 1-5日 49 38 
出所：Newport 2014, より筆者作成。 
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表11　次の戦争は正しいと思うか、誤りであると思うか？
　　　　　　 出所：Newport （2014） より筆者作成。
おわりに
　では、最後に、このような世論に、戦争を阻止する役割を期待することが出来るのか、とい
う問題を提起して、本稿を終わりたい。今回は、戦争の開始時に、世論の多数派がこれを支持
していた事例として、朝鮮戦争を取り上げた。米国政府は、戦争の目的について、共産主義の
伸長を阻止すること及び攻撃を受けた韓国を防衛すること、と説明していた。世論は当初、こ
の目的に賛成していたことが、世論調査の結果から明らかとなった。しかし、戦況が自国にとっ
て不利なものへと推移すると、戦争に対する支持率は低下し、戦争を誤りであると考える意見
が多数派となる変化が生じた。世論が支持していないにもかかわらず、その後も戦争は膠着し
たまま終結せず、1953年７月の停戦協定まで、約３年にわたって戦争が継続した33）。
　本稿で分析した結果、朝鮮戦争の事例は、第１に、世論は、後に誤りであると考えられる戦
争であっても、当初は支持してしまうこと、第２に、誤りであると認識して世論が不支持を表
明しても、終結させることが困難であること、の２点を、重要な含意として示すものであると
言えよう。
　民主主義の国においては、政策決定者は世論の動向を完全に無視して政策を遂行することは
不可能であると論じられているが、世論が政策決定者に及ぼす影響と、政策決定者が世論に及
ぼす影響を比較分析することを、今後の課題として挙げておきたい。
出所：The Gallup Poll, (1972)より筆者作成。 
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＊ 本稿は、2014年８月10日に、中国の南京大学で行われた「第４回日中若手歴史研究者セミナ 
ー（笹川平和財団日中友好基金）」における筆者の報告「朝鮮戦争と米国世論―戦争支持の
推移―」を大幅に加筆修正したものである。当日、貴重なコメントを寄せて頂いた方々に御
礼申し上げます。また、本学の２名の匿名査読者の先生方にも、丁寧に草稿をお読み頂き、
大変建設的かつ貴重なコメントを頂戴致しましたことに、心より感謝申し上げます。
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